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1. 現状と課題 

 

（1）災害の種類 

 

災害は、自然災害と人為的な要因による人為災害に大別されます。 

いずれも被災区域が広域的なもの（広域災害）と、局地的な範囲に留まる

もの（局地災害）があり、また発生場所、発生時刻、発生時期により被災・

被害の程度は大きく異なります。 

 

①自然災害 

代表的な自然災害としては、地震、風水害等があります。平成 23 年 3 月の

東日本大震災では、死者、行方不明者が 2 万人近くに上りました。 

また集中豪雨も近年は増加しており、平成 23 年 9 月の台風 12 号による紀

伊半島大水害では、大規模な土砂災害により、死者・行方不明者あわせて 24

名の被害があり、1,000 人近い住民が避難を余儀なくされました。 

遠くない時期の発生が懸念されている東海、東南海・南海地震や、集中豪

雨に対する災害医療体制の構築が求められています。 

 

②人為災害 

鉄道災害、道路災害及び大規模な火災等が挙げられます。特に鉄道事故で

は平成 17 年 4 月の JR 福知山線脱線事故、道路災害では平成 24 年 4 月の群馬

県内関越自動車道における高速バス事故、同 12 月の山梨県内中央自動車道に

おけるトンネル事故等、高速・大量輸送システムの進展により、ひとたび事

故が発生した場合には重大な被害が発生するおそれがあります。 

 

（2）災害医療の提供体制 

 

災害発生時に提供すべき医療は、時間の経過に伴い刻々と変化します。 

特に一般的に急性期とされる災害発生後 48 時間は、被災地へ重点的に医療

資源を投入することにより救命医療を行い、重症傷病者を被災地外に搬送す

ることで「助けられる命を一人でも多く助ける」必要があります。 

また、急性期以降は、避難所等で避難生活を強いられる被災者の生命を守

るため、医療救護班、健康相談班、こころのケア班などの医療提供が必要と

なります。 

 

①災害拠点病院 

ア.定義 

災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等、高度の診療機能

を有し、被災地からの患者の受入れ、広域医療搬送に係る対応等を行う
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医療機関であり、平成 24 年 1 月現在、全国で 638 病院が指定を受けてい

ます。災害拠点病院に求められる機能は以下のとおりです。 

○災害時に多発するおそれのある重篤救急患者（多発外傷、挫滅症候

群、広範囲熱傷等）の救命医療を行う高度の診療機能 

○患者受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能 

○自己完結型の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）派遣機能 

○地域の医療機関への応急用資機材の貸出機能 

 

イ.指定状況 

災害拠点病院には、救命救急センターまたは第二次救急医療機関であ

ること、診療施設が耐震構造であること、災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）を保有すること等の要件があります。 

県における災害医療の中心的役割を担う基幹災害拠点病院として、県

立医科大学附属病院、また、各保健医療圏で中心的役割を担う地域災害

拠点病院として、県立奈良病院をはじめとする 6 病院の合計 7 病院が指

定を受けています。 

災害拠点病院が、その役割を充分に果たすには、病院毎の災害に備え

た訓練が重要であるとともに、地域の病院や関係機関との連携が必要と

なります。 

 

②災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Team） 

ア.定義 

災害の発生直後の急性期（概ね 48 時間以内）に活動できる、機動性を

持ち専門的訓練を受けた医療チームで、全国で 1,002チームが編成され

ています。(H24.3.30 現在) 

医師、看護師及び主にロジスティクス

1
を担当する業務調整員で構成さ

れ、災害発生後速やかに被災地に入り、医療救護班の活動開始まで「被

災地内におけるトリアージ

2
や緊急治療」、「患者を近隣・広域へ搬送す

る際における必要な観察・処置」、「被災地内の医療機関における医療

支援」等を行う役割を担っています。 

 

イ.整備状況 

基幹災害拠点病院である県立医科大学附属病院をはじめとして、6 病院

をＤＭＡＴ指定病院として指定し、11チームが整備（H24.12末時点）さ

れています。 

災害時にＤＭＡＴが迅速に出動するためには、災害拠点病院における

複数ＤＭＡＴの保有や、参集体制の確立等、更なる体制の充実が望まれ

ます。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   1
 ロジスティクス…ＤＭＡＴ活動に関わる通信、移動手段、医薬品、生活手段等の確保及びＤＭＡＴ活動に必要な連絡、調整、情報収集等の業務 2
 トリアージ…災害発生時等に多数の傷病者が同時に発生した場合、傷病者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行うための傷病者の治療優先順位を決定すること 
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災害拠点病院の指定状況及び DMAT 整備状況 （H24.12 末時点） 保健医療圏 災害拠点病院名 DMAT 整備数 ※ 県立奈良病院 2 チーム 奈良保健医療圏 市立奈良病院 2 チーム 東和保健医療圏 済生会中和病院 1 チーム 西和保健医療圏 近畿大学医学部奈良病院 － 県立医科大学附属病院 4 チーム 中和保健医療圏 大和高田市立病院 1 チーム 南和保健医療圏 県立五條病院 1 チーム 
 

ウ.編成・出動方針 

チームは災害拠点病院の職員で編成され、県との協定に基づき被災地

に出動します。 

災害発生時に、県は「奈良ＤＭＡＴ設置運営要綱」、「奈良ＤＭＡＴ

運用計画」、「奈良ＤＭＡＴ運用マニュアル」等に基づき、被災状況（傷

病者の人数、傷病の程度等）に応じて出動要請の要否を判断します。 

ＤＭＡＴの出動が効果的と認められる場合、県はＤＭＡＴ指定病院に

対して出動を要請します。 

なお、被災地域へのＤＭＡＴの複数派遣や追加派遣、円滑な医療救護

班への活動の引継、県内で大規模災害が発生した場合の他都道府県から

参集するＤＭＡＴの受入等について的確な判断を行うため、県に専門的

な知識を有するコーディネーターを配置する必要があります。 

 

エ.派遣実績 

東日本大震災時(H23.3)に県立医科大学附属病院、県立奈良病院、市立

奈良病院から合計 4チームが、紀伊半島大水害時(H23.9)には県立医科大

学附属病院から 1チームが被災地に派遣されています。 

また、平成 24 年 6 月に台風 4 号、5号が接近した際には、紀伊半島大

水害で道路が寸断されたことを踏まえ、県立医科大学附属病院、県立奈

良病院、市立奈良病院、県立五條病院から各 1チームが傷病者の発生に

備えて南和地域（十津川村、野迫川村、上北山村）へ出動しました。 

 

③災害時におけるドクターヘリの活用 

奈良県では、重篤な救急患者を迅速に搬送するため、県南部地域では和歌

山県、県北中部地域では大阪府とのドクターヘリ共同利用を行っていますが、

紀伊半島大水害時(H23.9)には、道路が寸断され孤立した、十津川村内の患者

を搬送しています。 
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c 平成24年12月末現在

　             ↓↓↓↓  ◎基幹災害拠点病院   ○地域災害拠点病院　※DMAT※DMAT※DMAT※DMAT指定病院指定病院指定病院指定病院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓↓↓↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　DMATDMATDMATDMAT

奈良県「災害拠点病院」一覧

奈良保健医療圏奈良保健医療圏奈良保健医療圏奈良保健医療圏近畿大学医学部奈良病院
県立医科大学附属病院DMATDMATDMATDMAT

災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院

西和保健医療圏西和保健医療圏西和保健医療圏西和保健医療圏
東和保健医療圏東和保健医療圏東和保健医療圏東和保健医療圏中和保健医療圏中和保健医療圏中和保健医療圏中和保健医療圏

南和保健医療圏南和保健医療圏南和保健医療圏南和保健医療圏
済生会中和病院DMATDMATDMATDMAT大和高田市立病院DMATDMATDMATDMAT

市立奈良病院DMATDMATDMATDMAT

県立五條病院DMATDMATDMATDMAT

県立奈良病院DMATDMATDMATDMAT
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④医療救護班 

ア.定義 

災害発生直後に活動する災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に続き、被

災地において活動する医療チームで、医療機関、医療関係団体の協力を

得て、県、市町村、県医師会、日本赤十字社等が編成、派遣します。 

救護所の設置、患者の応急処置・トリアージ、避難所や被災地の巡回

診療等の医療救護活動を行います。 

班の構成は医師 1～2 名、看護師 2 名、事務 1 名を標準とし、必要に応

じて薬剤師や保健師等を増員します。 

 

イ.編成方針 

県は、県立医科大学附属病院、各県立病院、保健所等において医療救

護班を編成するとともに、災害時における協定に基づき医療関係団体と

協議し整備を図ります。 

市町村においても、地区医師会等医療関係機関と協議し、医療救護班

の整備を図る必要があります。 

また、医療救護活動を円滑に行うためには、市町村、県医師会、地区

医師会、県病院協会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県精神

科病院協会、日本赤十字社奈良県支部等の関係機関との連絡体制の整備

が重要となります。 

 

ウ.派遣実績 

 

⑤健康相談班 

ア.定義 

保健師、歯科衛生士、栄養士等の専門職により編成されたチームで、

避難所等での健康相談、感染症予防、衛生管理、在宅要支援者の家庭訪

問等を行います。 

 

イ.編成方針 

健康相談班は、県が中心となってチームを編成します。また、健康相

談活動を円滑に行うためには、市町村、県医師会・地区医師会、県歯科

医師会、県看護協会、県薬剤師会、県病院協会、県精神科病院協会等の

関係機関との連絡体制を整備するとともに、地元自治会等の住民組織と

調整を図ることが重要となります。 

災害名 派遣先 派遣期間 班数・実人数 東日本大震災 宮城県気仙沼市 H23.3.19～6.3 19 班・139 人 紀伊半島大水害 奈良県十津川村 H23.9.8～10.14 8 班・21 人 
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ウ.派遣実績 

 災害名 派遣先 派遣期間 班数・実人数 宮城県気仙沼市 H23.3.16～8.29 34 班・120 人 東日本大震災 福島県相馬市 H23.4.1～5.31 11 班・23 人 災害名 派遣先 派遣期間 班数・実人数 奈良県十津川村 H23.9.8～12.22 12 班・12 人 紀伊半島大水害 奈良県野迫川村 H23.9.26～10.28 10 班・20 人 
 

⑥こころのケア班 

 ア.定義 

精神科医、看護師、保健師、精神保健福祉士、臨床心理士等の専門職

で編成されたチームで、災害の初期段階では、被災地で機能しなくなっ

た精神科医療を補完する活動を行い、その後は、被災者のトラウマ反応

等に対する心理的ケア等を行います。 

 

 イ.編成方針 

こころのケア班は、県精神保健福祉センターが中心となりチームを編

成するとともに、精神科医療機関等の関係機関と協議し整備を図ります。 

こころのケア班の活動を円滑に行うため、県立医科大学附属病院、市

町村、県精神科病院協会、精神科看護技術協会、精神科ソーシャルワー

カー協会、臨床心理士会等の関係機関との連絡体制を確立する必要があ

ります。 

また、活動にあたっては、医療救護班や健康相談班との連携も重要と

なります。 

 

 ウ.派遣実績 

 

⑦奈良県広域災害・救急医療情報システム 

災害時に迅速な対応が可能となるよう、病院の診療可否情報、受入可能患

者数及びライフライン稼働状況等の被災情報を相互に収集・提供するシステ

ムを運用しており、国の広域災害救急医療情報システム（EMIS：Emergency 

Medical Information System

3
）とも連係させています。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
3ＥＭＩＳ…厚生労働省が整備する、災害時に被災した都道府県を越えて医療機関の稼働状況など災害医療に関わる情報を共有し、被災地域での迅速且つ適切な医療・救護に関わる各種情報を集約・提供することを目的としたシステム 
 

災害名 派遣先 派遣期間 班数・実人数 東日本大震災 宮城県気仙沼市 H23.6.13～9.29 13 班・44 人 紀伊半島大水害 奈良県十津川村 H23.9.8～11.2 5 班・12 人 
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⑧医薬品等の備蓄体制 

奈良県では、関係機関、団体と協定を締結し、災害発生後 1 日～3 日間にお

ける医薬品、医療機器、医療用ガス、血液製剤等の備蓄・供給体制を確保し

ています。 

 

⑨人工透析患者等、災害時に支援が必要な患者への対応 

人工透析が必要な患者は、災害時も継続して透析を実施する必要があるた

め、電気･水道等ライフラインの確保が重要となります。 

奈良県広域災害・救急医療情報システムでは、各病院が透析患者の受入の

可否を入力できるようになっています。 

今後は、継続して特定の治療が必要な難病患者等、災害時に支援が必要な

患者やその家族に対して、的確な医療情報を提供する体制の確保が必要です。 

 

 

2. 目指すべき方向性 

 

災害の規模や種類に応じて、急性期の期間や必要とされる医療の内容は変化

します。災害の状況に応じ、関係機関が連携して必要な医療が確保される体制

を構築していく必要があります。 

 

（1）災害急性期（災害発生から概ね 1 週間以内） 

 

○災害拠点病院を中心とした被災地域における医療の確保 

○必要に応じたＤＭＡＴの派遣等、被災地域への医療支援 

○災害現場で対応困難な重症患者の搬送手段の確保 

○災害時に支援が必要な患者への的確な情報提供体制の確立 

 

（2）急性期以降 

 

○ＤＭＡＴから医療救護班、健康相談班、こころのケア班への円滑な業務の

引継 

○住民の健康を確保するための、救護所・避難所等における健康管理 
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3. 具体的な取組策 

（1）災害拠点病院の機能強化 

 

東日本大震災の発生後に出された国の通知（「災害発生時における医療体

制の充実強化について」 (H24.3.21厚生労働省医政局長通知)）等を踏まえ、

以下の機能強化を進めます。 

 

○診療機能を有する施設の耐震化、ヘリコプター離発着場の設置、衛星電話

の保有等、施設・設備の整備 

○市町村、消防、警察等他の機関との連携を想定した災害医療訓練の実施 

○ＤＭＡＴチーム要員の確保 

 

（2）ＤＭＡＴチームの派遣体制の整備 

 

○ＤＭＡＴの派遣調整を行うコーディネーターの設置 

○平時も含めた関係機関の情報共有・連絡体制の確立 

○迅速な派遣を行うための出動マニュアル等の整備 

 

（3）災害現場で対応困難な重症患者の搬送手段の確保 

 

○県独自のドクターヘリ導入の検討 

 

（4）災害時に支援が必要な患者・家族等に対する情報提供体制の確立 

 

○奈良県広域災害・救急医療情報システムの機能拡充 

○関係機関の情報共有・連絡体制の確立 

 

（5）救護所・避難所等の運営体制や健康相談、こころのケアコーディネート機能

の確立 

 

○医療救護班の派遣調整を行う調整本部の設置 

○（仮称）健康相談チームに係る関係機関（県、市町村、医療機関、関係団

体における保健師、歯科衛生士、栄養士で構成）のコーディネート機能の

検討 

○（仮称）こころのケアチーム運営委員会（精神科医、行政機関、関係団体

等で構成）を設置し、こころのケアに係る支援者のためのマニュアルを作

成、配布 

○感染症のまん延防止、心身及び生活衛生面のケアの推進   

○健康管理を行う医療従事者の確保 

○災害医療における保健所機能を強化し、関係機関・団体との連携を推進 



  災害医療 
 

 

 
 

4. 数値目標 

 

○全災害拠点病院におけるＤＭＡＴチームの整備数 

 11チーム（H25年 1 月時点） → 平成 29 年 16チーム 

 

○災害拠点病院における診療機能を有する施設の耐震化率 

 43％（H25年 1 月時点） → 平成 29 年 100％ 

 

○奈良県広域災害・救急医療情報システム（災害システム）参加医療機関数 

 66（H25年 1 月時点）  → 平成 29 年 77 


